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長久手市景観条例

令和２年１０月２日
　　　条例第３２号
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別表

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）

の規定に基づき、本市の特色ある多様な景観を守り、育み、創造するととも

に、市、事業者及び市民の責務を明確にし、それぞれが主体的かつ協働の景

観まちづくりを推進するための基本となる事項その他まちづくりについて必

要な事項を定め、本市らしい景観まちづくりを行うことを目的とする。

（定義）

第２条 この条例における用語の意義は、法及び次に定めるところによる。

⑴ 建築物 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定

する建築物をいう。

⑵ 工作物 土地又は建築物に定着し、又は継続して設置される物のうち、

建築物並びに広告物及び広告物を掲出する物件以外のもので次に掲げるも

のをいう。

ア 鉄塔、鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、アンテナその他これらに類す

るもの
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イ 擁壁、柵及び塀

ウ 高架道路、高架鉄道その他これらに類するもの

エ 橋りょう、歩道橋その他これらに類するもの

オ 太陽光を電気に変換する設備（以下「太陽光発電設備」という。）

カ その他規則で定めるもの

⑶ 開発行為 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に

規定する開発行為をいう。

（市の責務）

第３条 市は、この条例の規定を遵守するとともに、景観形成に関する基本的、

かつ、総合的な施策を策定し、魅力ある景観の保全と創出に努めるものとす

る。

２ 市は、国若しくは他の地方公共団体又はこれらに準じる団体に対し、この

条例の遵守について、特段の配慮を求めるものとする。

３ 市は、良好な景観の形成に関する施策の策定及び実施に当たって、事業者

及び市民に様々な情報を提供するとともに、事業者及び市民の意見等が反映

されるよう努めるものとする。

４ 市は、事業者及び市民が行う景観づくりに対して、技術面等での支援に努

めるものとする。

（事業者の責務）

第４条 事業者は、自らの業務が景観の形成に影響を与えるものであることを

認識し、土地利用等事業活動の実施に当たっては、専門的知識、経験等を活

用し、良好な景観の形成に積極的に寄与するよう努めるものとする。

２ 事業者は、市が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力するよう努

めるものとする。

（市民の責務）

第５条 市民は、自らが景観を形成する主体であることを認識し、良好な景観

の形成に積極的に寄与するよう努めるものとする。

２ 市民は、市が実施する良好な景観の形成に関する施策に協力するよう努め

るものとする。

第２章 景観まちづくり
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（景観計画）

第６条 市長は、法第８条第１項の規定に基づく景観計画を定めるものとし、

景観計画には、法第８条第２項各号に掲げるもののほか、景観まちづくりに

関する施策その他市長が必要と認める事項を定めるものとする。

（景観計画への適合）

第７条 景観計画区域内において、法第１６条第１項各号に掲げる行為をしよ

うとする者は、当該行為が景観計画に適合させなければならない。

（景観形成重点地区の指定）

第８条 市長は、景観計画区域の中で特に重点的に良好な景観の形成を図る必

要があると認める地区を景観形成重点地区として指定することができる。

２ 市長は、景観形成重点地区を対象とした景観形成に関する計画を地区ごと

に定めるものとする。

（景観計画の変更）

第９条 市長は、景観計画を変更しようとするときは、あらかじめ事業者及び

市民の意見を反映させるための必要な措置を講ずるとともに、第２０条に規

定する長久手市景観審議会の意見を聴かなければならない。

（景観まちづくり団体の認定）

第１０条 法第１１条第２項の規定に基づく条例で定める団体は、主として、

景観計画区域内の一団の土地の区域（以下この条において「活動区域」とい

う。）に住所を有する者又は活動区域の土地所有者等（以下「住民等」とい

う。）で構成し、かつ、活動区域の景観まちづくりを自主的に行う団体とし

て市長の認定を受けたもの（以下「景観まちづくり団体」という。）とする。

２ 前項の認定の申請は、規則で定めるところにより、その団体の代表者が行

うものとする。

３ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、その団体が次に掲

げる要件を備えていると認めるときは、第１項の認定をするものとする。

⑴ 規約を定めていること。

⑵ その団体の活動が活動区域における景観まちづくりを行うことを目的と

していること。

⑶ その団体の活動区域が客観的に明らかなものとして定められていること。
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⑷ その団体の活動が活動区域の財産権を不当に制限するものでないこと。

⑸ その団体の運営が民主的に行われるものであること。

⑹ 前各号に掲げるもののほか、規則で定める要件に該当するものであるこ

と。

４ 景観まちづくり団体は、活動区域の良好な景観を保全し、及び形成するた

めに、活動区域の景観まちづくりの方針及び整備計画を策定するよう努めな

ければならない。

５ 前項の景観まちづくりの方針及び整備計画を策定するに当たっては、住民

等の総意に基づくよう配慮するとともに、本市の景観計画との整合性の確保

を図るよう努めなければならない。

（景観まちづくり団体の認定の取消し）

第１１条 市長は、景観まちづくり団体が次の各号のいずれかに該当するとき

は、前条第１項の認定を取り消すことができる。

⑴ 前条第１項の認定の取消しを申し出たとき。

⑵ 前条第３項各号に規定する要件を具備しなくなったとき。

⑶ 解散したとき。

⑷ 偽りその他不正の手段により前条第１項の認定を受けたとき。

２ 市長は、前項（第３号を除く。）の規定により前条第１項の認定を取り消

したときは、遅滞なく、その理由を付して、その旨を当該認定を取り消した

団体の代表者に通知しなければならない。

第３章 景観計画に係る行為の規制等

（条例で定める届出を要しない行為）

第１２条 法第１６条第７項第１１号に規定する条例で定める行為は、別表第

１左欄に掲げる行為の区分に応じ、同表右欄に掲げる規模等に該当しない行

為とする。

（届出の添付図書）

第１３条 景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号）第１条第２

項第４号に規定する条例で定める図書は、長久手市美しいまちづくり条例

（平成１７年長久手町条例第８号）第７条第１項に該当する場合においては

同条例第８条第１項の協定書の写しとする。
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（特定届出対象行為）

第１４条 法第１７条第１項に規定する条例で定める特定届出対象行為は、法

第１６条第１項第１号及び第２号の届出を要する行為とする。

第４章 景観重要建造物及び景観重要樹木

（景観重要建造物の指定等の手続）

第１５条 市長は、法第１９条第１項の規定により景観重要建造物を指定しよ

うとするときは、同条第２項に定めるもののほか、あらかじめ第２０条に規

定する長久手市景観審議会の意見を聴かなければならない。

２ 市長は、前項の規定による指定をしたときは、指定した旨その他規則で定

める事項を告示するものとする。

３ 前２項の規定は、法第２７条第１項又は第２項の規定による景観重要建造

物の指定の解除について準用する。この場合において、第１項中「ときは、

同条第２項に定めるもののほか」とあるのは、「ときは」と読み替えるもの

とする。

４ 前項において準用する第１項の規定は、法第１９条第３項に規定する建造

物に該当するに至ったときにおける法第２７条第１項の規定による景観重要

建造物の指定の解除については、適用しない。

（景観重要建造物の管理の方法の基準）

第１６条 法第２５条第２項に規定する条例で定める景観重要建造物の良好な

景観の保全のため必要な管理の方法の基準は、次に掲げるとおりとする。

⑴ 修繕は、原則として修繕前の外観を変更しないように行うこと。

⑵ 消火器の設置その他の防災上の措置を講ずること。

⑶ 敷地、構造及び建築設備の状況を定期的に点検すること。

⑷ 前３号に掲げるもののほか、景観重要建造物の保全のため必要な措置を

講ずること。

（景観重要樹木の指定等の手続）

第１７条 市長は、法第２８条第１項の規定により景観重要樹木を指定しよう

とするときは、同条第２項に定めるもののほか、あらかじめ第２０条に規定

する長久手市景観審議会の意見を聴かなければならない。

２ 市長は、前項の規定による指定をしたときは、指定した旨その他規則で定
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める事項を告示するものとする。

３ 前２項の規定は、法第３５条第１項又は第２項の規定による景観重要樹木

の指定の解除について準用する。この場合において、第１項中「ときは、同

条第２項に定めるもののほか」とあるのは、「ときは」と読み替えるものと

する。

４ 前項において準用する第１項の規定は、法第２８条第３項に規定する樹木

に該当するに至ったときにおける法第３５条第１項の規定による景観重要樹

木の指定の解除については、適用しない。

（景観重要樹木の管理の方法の基準）

第１８条 法第３３条第２項に規定する条例で定める景観重要樹木の管理の方

法の基準は、次に掲げるとおりとする。

⑴ 剪定、下草刈りその他の必要な管理を行うこと。

⑵ 病害虫の駆除その他の措置を講ずること。

⑶ 前２号に掲げるもののほか、景観重要樹木の保全のため必要な措置を講

ずること。

第５章 表彰

（表彰）

第１９条 市長は、景観まちづくりに特に寄与するものと認める建築物又は工

作物の所有者、設計者その他の関係者を表彰することができる。

２ 市長は、景観まちづくり団体その他景観まちづくりに著しく貢献している

と認める団体等を表彰することができる。

第６章 景観審議会

（設置）

第２０条 市長は、景観まちづくりに関し必要な事項を調査審議するため、長

久手市景観審議会（以下「審議会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２１条 審議会は、市長の諮問に応じて、この条例によりその権限に属させ

られた事項並びに良好な景観の形成及び屋外広告物に関する事項を調査審議

する。

（組織）
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第２２条 審議会は、１５人以内の委員をもって組織する。

（委員）

第２３条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。

⑴ 学識経験を有する者

⑵ 各種団体の代表者

⑶ 公募による者

⑷ 前各号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。

３ 委員は、再任することができる。

（会長）

第２４条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名

する委員がその職務を代理する。

（運営）

第２５条 会長は、必要に応じて、諮問事項に関する専門的な調査又は検討を

行わせるため、審議会に部会を設置することができる。

２ この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会

が定める。

第７章 指導監督

（助言又は指導）

第２６条 市長は、法第１６条第１項又は第２項の規定による届出を行った者

に対し、景観計画に定める行為の制限に関する事項に適合するよう必要な助

言又は指導をすることができる。

（勧告又は命令）

第２７条 市長は、法第１６条第３項、第１７条第１項若しくは第５項、第２

３条第１項、第２６条、第３２条第１２項又は第３４条の規定による勧告又

は命令をしようとする場合において、必要があると認めるときは、審議会の

意見を聴くことができる。
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（勧告に従わない場合の措置）

第２８条 市長は、法第１６条第３項の規定による勧告を受けた者が、良好な

景観の形成のために必要な措置をとらないと認めるときは、当該勧告を受け

た者に係る次に掲げる事項を公表することができる。

⑴ 氏名及び住所（法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地）

⑵ 当該勧告に係る行為の内容及び場所

⑶ 当該勧告の内容

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ当該公

表に係る者に対し、意見を述べる機会を与えなければならない。

第８章 雑則

（委任）

第２９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第６条から第１９条まで及

び第２６条から第２８条までの規定は、令和３年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ 法第１６条第１項各号に掲げる行為のうち、前項ただし書に規定する施行

の日から３０日を経過する日までの間に着手したものについては、法第１６

条第７項第１１号に規定する条例で定める行為とみなす。

（長久手市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正）

３ 長久手市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３６年長久手村条例第２号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略
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別表第１（第１２条関係）

行為の区分 規模等

建築物 新築、増築、改築又は移転 高さが１０メートルを超えるもの

又は建築面積が５００平方メート

ルを超えるもの

外観の変更を伴う修繕若しく

は模様替又は色彩の変更

高さが１０メートルを超えるもの

又は建築面積が５００平方メート

ルを超えるものであって、かつ、

各立面の変更部分の見付面積が当

該立面の見付面積の３分の１を超

えるもの

工作物 新設、増築、

改築若しくは

移転、外観の

変更を伴う修

繕若しくは模

様替又は色彩

の変更

電気供給又は

通信に伴う鉄

塔、鉄筋コン

クリート造の

柱、鉄柱、ア

ンテナその他

これらに類す

るもの

高さが１５メートルを超えるもの

又は建築物と一体となって設置さ

れるものは、その高さが５メート

ルを超え、かつ、当該建築物の高

さとの合計が１５メートルを超え

るもの

擁壁、柵及び

塀

高さが５メートルを超えるもの

高架道路、高

架鉄道その他

これらに類す

るもの

高さが５メートルを超えるもの

橋りょう、歩

道橋その他こ

れらに類する

もの

延長が１０メートルを超えるもの
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太陽光発電設備の設置又は交

換

太陽電池モジュールの合計面積が

１，０００平方メートルを超える

もの

都市計画法（昭和４３年法律第１００

号）に基づく許可を必要とする開発行為

開発行為をする土地の区域の面積

が１，０００平方メートルを超え

るもの


